
農林水産省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

保安施設事業施行地内の民有林保安林において、知事権限の保安林解除に係る国への協議を廃止する。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

森林法第２６条の２第４項第２号に基づく「保安施設事業等の施行に係る土地の区域内にある保安林」の保

安林解除にあたっては、農林水産大臣に協議し、同意を得なければならないとされている。

前記以外の４号以下の保安林解除にあたっては、国との協議は不要であり、保安施設事業により、保安林

機能の維持向上を図った４号以下保安林の解除にあたっても県による適正な審査が可能であり、国との協

議は不要と考える。

国への協議を廃止することで保安林解除手続きをより速やかに行い、事業進捗を図ることが可能となる。（国

の標準処理期間は、協議書受理日から起算して30日）。

※本県に係る保安施設事業等施行地の多くは、海岸部の飛砂防備保安林に指定されており、今後、高規格

幹線道路（山陰道）の整備や国道・県道の道路改良等において保安林解除の増加が予想される。

※なお、本県の保安林は重要流域内にあるため、同項第１号は該当しない。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

保安林解除に係る国への協議の廃止

提案団体 鳥取県、京都府、大阪府、徳島県

管理番号 168

根拠法令等

森林法第２６条の２第４項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 C　対応不可

保安施設事業等は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化が特に必要な保安林等で実施

するものである。このため、保安施設事業等を実施した保安林の解除にあたっては、水源の涵養または災害

の防備といった保安林の機能が引き続き維持されるかについて、流域保全の観点も含め検討する必要があ

ることから、国の同意を要する協議が必要である。　

各府省からの第１次回答

　都道府県の執行については、地方自治法第245条の４に基づく技術的な助言として示された「保安林及び

保安施設地区の指定、解除等の取扱いについて」（最終改正：平成25年4月1日付け24林整治第2742号　林

野庁長官から各都道府県知事宛通知）に基づいて各都道府県が定めた基準に従い、適正な審査を行ってい

る。

　また、国が流域保全の観点を技術的な助言として都道府県に示すことで、県は前記と同様に適切な執行が

可能であることから、国への協議は廃止すべき。（なお、流域が都道府県にまたがる場合を除く。）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第2次勧告を踏まえ、保安施設事業施行地内等の施行に係る４号以下の民有林

保安林指定解除に当たっての国への協議、同意を廃止するべきである。

○　１号～３号保安林の解除（法定受託事務）については、都道府県が基準に則り適正に事務を執行してお

り、かつ、本庁における事務処理体制に鑑みても、現場から離れ、限られた人数で、国が都道府県とは異な

る視点で実質的な審査を行うのは困難であると考えられることから、地方自治法に基づく是正の指示等を適

切に活用することとし、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）については、地方分権改

革推進委員会第３次勧告の整理における、同意協議を許容するメルクマールに非該当であると考えられるこ

とから、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

保安施設事業施行地の重要性は都道府県としても当然認識していることから、同意協議を廃止できない理

由とはならない。（国費を投入している点については、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」

の問題ではないか。）

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）について、是正の要求等

国の一般的関与で足りるのではないか。足りないとすれば、その理由は何か。

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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○　国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林はその一翼を担っ

ており、また、保安施設事業は保安林機能を補完するために農林水産大臣が必要性を判断して実施される

ものである。この点を考慮せず、事務の簡素化の観点のみから、議論することは適当ではない。

○　保安施設事業の施行の必要性は、農林水産大臣が災害等の危険性が高い個所が周辺に与える影響を

考慮して判断していることから、当該保安施設事業施行地を含む保安林を解除する場合も農林水産大臣が

その適否を判断する必要がある。そのために森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同意を要する協議が

規定されているのであって、「流域保全の観点を技術的な助言として都道府県に示すことにより、国への協

議は廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・透明性を確保している。一

方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件によっても果たす機能や役割、これを解除した場

合の影響等が大きく異なるため、解除権限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面

がある。このため、統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみて困難であ

る。

（別紙あり。全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答を記載。）
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（１６８） 

【提案団体に対する回答】 

○ 国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林

はその一翼を担っており、また、保安施設事業は保安林機能を補完するために農林水

産大臣が必要性を判断して実施されるものである。この点を考慮せず、事務の簡素化

の観点のみから、議論することは適当ではない。 

○ 保安施設事業の施行の必要性は、農林水産大臣が災害等の危険性が高い個所が周辺

に与える影響を考慮して判断していることから、当該保安施設事業施行地を含む保安

林を解除する場合も農林水産大臣がその適否を判断する必要がある。そのために森林

法第２６条の２第４項第２号に基づく同意を要する協議が規定されているのであっ

て、「流域保全の観点を技術的な助言として都道府県に示すことにより、国への協議

は廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。 

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・

透明性を確保している。一方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件

によっても果たす機能や役割、これを解除した場合の影響等が大きく異なるため、

解除権限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面がある。こ

のため、統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみ

て困難である。 

 

【全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答】 

○ 仮に、森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議を廃止して地方自治法

に基づく是正の指示等を活用するとした場合、都道府県から保安林の解除が認められ

た後に国から是正の指示等が出され、当該解除の申請者は、事業実施の準備を進めて

いたところ損害を被る。また、転用解除箇所を発生源として土砂崩壊が発生し、尊い

国民の生命・財産が失われた場合には、社会的な問題が発生した後であり、その復旧・

復興には多大な時間と労力が必要となる。さらに、是正の指示等に対する措置内容は

都道府県に委ねられることとなるが、保安林の機能は広域にわたるため、単一の都道

府県のみに判断を委ねることは適切でない。このため、地方自治法に基づく是正の指

示や要求等ではなく、問題発覚以前に国が都道府県に是正措置を求められるよう、上

記規定に基づき同意を要する協議を行う仕組みは存続させる必要がある。 

○ 保安施設事業施行地を含む４～７号保安林の解除に係る国への同意を要する協議

は、地方分権推進計画（平成１０年５月２９日）において、メルクマール(Ｃ)「その

他、個別の法律における必要性から特別に同意が必要とされる場合」に該当すると整

理され、現在に至っている。 
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○ 保安施設事業は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化のために農

林水産大臣が必要と認めて実施されるものであるところ、都道府県における保安林解

除にあたっては、事業実施時に想定していた保安機能が引き続き維持されるかについ

ての検討が必要。このケースにおいては、保安施設事業区に係る国の判断と都道府県

の判断の間で整合性を確保しなければ、著しく支障が生じる。（地方分権改革推進委

員会第３次勧告メルクマール（ⅰ）②参照）また、農林水産大臣は保安施設事業の実

施により国土の保全を図る責務を担っているため、都道府県に保安施設事業施行地に

係る重要性の認識があるからといって、森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同

意を要する協議を廃止する理由とすることは相当ではない。 
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農林水産省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

都道府県知事権限の保安林（重要流域以外）の指定の解除に係る農林水産大臣への協議（同意）を廃止す

る。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

　都道府県知事権限の保安林（重要流域以外）の指定の解除に当たっては、指定の理由の消滅（法第２６条

の２第１項）については１ha以上及び公益上の理由の解除（同条第２項）については５ha以上の場合に農林

水産大臣に協議し、同意を得る必要がある。（法定受託事務）

　

　しかしながら、都道府県知事の審査及び農林水産大臣の協議に係る審査は同じ基準に基づいて行われる

ため、両者の審査の結果が大きく異なるとは考えられない。

　また、大規模な解除等の案件については申請者をはじめ関係者から迅速な対応が求められるケースもあ

り、大臣への協議を廃止することにより、国への協議等に要する期間（標準処理期間３０日）が無くなることと

なり、より一層の事務の簡素化及び迅速化を図ることが可能となる。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

都道府県知事権限の保安林（重要流域以外）の指定の解除に際しての大臣協議（同意）の廃止

提案団体 和歌山県

管理番号 194

根拠法令等

森林法第２６条の２第４項、森林法施行法令第３の３

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 C　対応不可

森林法第25条第1項第1号から第3号に掲げる目的を達成するための保安林は、水源の涵養、土砂の流出防

備等を目的とし、その受益は広く流域に及ぶことから、その適正な整備は国土保全と国民の諸経済活動の

基礎をなす「ナショナルミニマム」としての意義を有している。また、大規模な保安林の解除については流域

の保全に広く影響を及ぼすものといえる。このため、都道府県知事が法定受託事務として、その指定・解除

に関する権限を有する保安林であっても、一定規模以上の保安林の指定の解除については、国の同意を要

する協議を行うことで、国土保全上の実効性を担保する必要があると考える。

各府省からの第１次回答

保安林（重要流域以外）の指定の解除については、現行でも一定の面積要件を下回る案件については農林

水産大臣協議は不要とされており、面積の違いにより取扱いを分けることには合理性がないと考える。

大臣協議の廃止により、協議に要する期間が無くなれば、より一層事務の簡素化及び迅速化が図られ、申

請者の負担軽減につながる。

管理番号１９３「重要流域における民有林の保安林の指定・解除及び指定施業要件の変更に関する事務・権

限の移譲」に関連する見直し（権限移譲）と併せて廃止すべき。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第2次勧告を踏まえ、保安施設事業施行地内等の施行に係る４号以下の民有林

保安林指定解除に当たっての国への協議、同意を廃止するべきである。それ以外についても提案団体の提

案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○　１号～３号保安林の解除（法定受託事務）については、都道府県が基準に則り適正に事務を執行してお

り、かつ、本庁における事務処理体制に鑑みても、現場から離れ、限られた人数で、国が都道府県とは異な

る視点で実質的な審査を行うのは困難であると考えられることから、地方自治法に基づく是正の指示等を適

切に活用することとし、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）については、地方分権改

革推進委員会第３次勧告の整理における、同意協議を許容するメルクマールに非該当であると考えられるこ

とから、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

保安施設事業施行地の重要性は都道府県としても当然認識していることから、同意協議を廃止できない理

由とはならない。（国費を投入している点については、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」

の問題ではないか。）

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）について、是正の要求等

国の一般的関与で足りるのではないか。足りないとすれば、その理由は何か。

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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○　国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林はその一翼を担っ

ている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素化・効率化の観点のみから、議論すること

は適当ではない。

○　森林の開発面積が１haを超えると、災害等の危険性が増大するとの調査結果があり、一定面積以上の

保安林解除を国への同意を要する協議としていることは合理的であると考える。

（別紙あり。全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答を記載。）
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（１９４） 

【提案団体に対する回答】 

○ 国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林

はその一翼を担っている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素

化・効率化の観点のみから、議論することは適当ではない。 

○ 森林の開発面積が１haを超えると、災害等の危険性が増大するとの調査結果があ

り、一定面積以上の保安林解除を国への同意を要する協議としていることは合理的で

あると考える。 

 

【全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答】 

○ 仮に、森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議を廃止して地方自治法

に基づく是正の指示等を活用するとした場合、都道府県から保安林の解除が認められ

た後に国から是正の指示等が出され、当該解除の申請者は、事業実施の準備を進めて

いたところ損害を被る。また、転用解除箇所を発生源として土砂崩壊が発生し、尊い

国民の生命・財産が失われた場合には、社会的な問題が発生した後であり、その復旧・

復興には多大な時間と労力が必要となる。さらに、是正の指示等に対する措置内容は

都道府県に委ねられることとなるが、保安林の機能は広域にわたるため、単一の都道

府県のみに判断を委ねることは適切でない。このため、地方自治法に基づく是正の指

示や要求等ではなく、問題発覚以前に国が都道府県に是正措置を求められるよう、上

記規定に基づき同意を要する協議を行う仕組みは存続させる必要がある。 

○ 保安施設事業施行地を含む４～７号保安林の解除に係る国への同意を要する協議

は、地方分権推進計画（平成１０年５月２９日）において、メルクマール(Ｃ)「その

他、個別の法律における必要性から特別に同意が必要とされる場合」に該当すると整

理され、それ以降、論議されず現在に至っている。 

○ 保安施設事業は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化のために農

林水産大臣が必要と認めて実施されるものであるところ、都道府県における保安林解

除にあたっては、事業実施時に想定していた保安機能が引き続き維持されるかについ

ての検討が必要。このケースにおいては、保安施設事業区に係る国の判断と都道府県

の判断の間で整合性を確保しなければ、著しく支障が生じる。（地方分権改革推進委

員会第３次勧告メルクマール（ⅰ）②参照）また、農林水産大臣は保安施設事業の実

施により国土の保全を図る責務を担っているため、都道府県に保安施設事業施行地に

係る重要性の認識があるからといって、森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同

意を要する協議を廃止する理由とすることは相当ではない。 
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農林水産省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

知事権限となっている保安林の指定解除において、一定の場合は国の同意が法定されているが、事務の迅

速化を図るため、国の同意協議の廃止を求めるもの。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

　森林法第２６条の２第４項の規定により、知事権限とされている保安林の指定解除のうち、面積が政令で定

める規模以上の保安林及び治山事業等の施行区域内にある保安林の指定解除については、あらかじめ農

林水産大臣の同意を得る必要がある。

　国との協議には１～２ヶ月を要し、その間、事業着手を遅らせることになることから、事務の迅速化を図るた

め、国の同意及び協議の廃止を求めるもの。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

保安林の指定解除に係る国の同意協議の廃止

提案団体 宮城県

管理番号 229

根拠法令等

森林法第２６条の２第４項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 C　対応不可

　森林法第25条第1項第1号から第3号に掲げる目的を達成するための保安林は、水源の涵養、土砂の流出

防備等を目的とし、その受益は広く流域に及ぶことから、その適正な整備は国土保全と国民の諸経済活動

の基礎をなす「ナショナルミニマム」としての意義を有している。また、大規模な保安林の解除については流

域の保全に広く影響を及ぼすものといえる。このため、都道府県知事が法定受託事務として、その指定・解

除に関する権限を有する保安林であっても、一定規模以上の保安林の指定の解除については、国の同意を

要する協議を行うことで、国土保全上の実効性を担保する必要があると考える。

　また、保安施設事業等は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化が特に必要な保安林等

で実施するものである。このため、保安施設事業等を実施した保安林の解除にあたっては、水源の涵養また

は災害の防備といった保安林の機能が引き続き維持されるかについて、流域保全の観点も含め慎重に検討

する必要があることから、国の同意を要する協議が必要である。　

各府省からの第１次回答

　これまでも知事権限に係る保安林解除については、法定受託事務又は自治事務として国の通知（平成１２

年４月２７日付け１２林野治第７９０号農林水産事務次官通知、昭和４５年６月２日付け４５林野治第９２１号

長官通知）に基づき適正に処理しているところであり、国土保全上の実効性の担保や流域保全の観点から

慎重に検討する必要があるとのことであれば、その判断基準を上記の通知等で示していただくことにより、国

の同意を不要とできるのではないか。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第2次勧告を踏まえ、保安施設事業施行地内等の施行に係る４号以下の民有林

保安林指定解除に当たっての国への協議、同意を廃止するべきである。それ以外についても提案団体の提

案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○　１号～３号保安林の解除（法定受託事務）については、都道府県が基準に則り適正に事務を執行してお

り、かつ、本庁における事務処理体制に鑑みても、現場から離れ、限られた人数で、国が都道府県とは異な

る視点で実質的な審査を行うのは困難であると考えられることから、地方自治法に基づく是正の指示等を適

切に活用することとし、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）については、地方分権改

革推進委員会第３次勧告の整理における、同意協議を許容するメルクマールに非該当であると考えられるこ

とから、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

保安施設事業施行地の重要性は都道府県としても当然認識していることから、同意協議を廃止できない理

由とはならない。（国費を投入している点については、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」

の問題ではないか。）

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）について、是正の要求等

国の一般的関与で足りるのではないか。足りないとすれば、その理由は何か。

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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○　国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林はその一翼を担っ

ている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素化・効率化の観点のみから、議論すること

は適当ではない。

○　１～３号保安林は、大規模解除を行った場合、その受益の対象が広域にわたり国民経済に大きな影響を

及ぼすおそれがある。また、保安施設事業の施行の必要性は、農林水産大臣が災害等の危険性が高い個

所が周辺に与える影響を考慮して判断しているから、当該保安施設事業施行地を含む保安林を解除する場

合も農林水産大臣がその適否を判断する必要がある。そのために森林法第２６条の２第４項に基づく同意を

要する協議が規定されているのであって、「国土保全上の実効性の担保や流域保全の観点からの審査基準

を都道府県に示すことにより、国への同意を要する協議は廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられな

い。

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・透明性を確保している。一

方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件によっても果たす機能や役割、これを解除した場

合の影響等が大きく異なるため、解除権限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面

がある。このため、統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみて困難であ

る。

（別紙あり。全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答を記載。）
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（２２９） 

【提案団体に対する回答】 

○ 国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林

はその一翼を担っている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素

化・効率化の観点のみから、議論することは適当ではない。 

○ １～３号保安林は、大規模解除を行った場合、その受益の対象が広域にわたり国民

経済に大きな影響を及ぼすおそれがある。また、保安施設事業の施行の必要性は、農

林水産大臣が災害等の危険性が高い個所が周辺に与える影響を考慮して判断してい

るから、当該保安施設事業施行地を含む保安林を解除する場合も農林水産大臣がその

適否を判断する必要がある。そのために森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要

する協議が規定されているのであって、「国土保全上の実効性の担保や流域保全の観

点からの審査基準を都道府県に示すことにより、国への同意を要する協議は廃止すべ

き」との貴県のご意見は受け入れられない。 

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・

透明性を確保している。一方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件

によっても果たす機能や役割、これを解除した場合の影響等が大きく異なるため、

解除権限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面がある。こ

のため、統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみ

て困難である。 

 

【全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答】 

○ 仮に、森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議を廃止して地方自治法

に基づく是正の指示等を活用するとした場合、都道府県から保安林の解除が認められ

た後に国から是正の指示等が出され、当該解除の申請者は、事業実施の準備を進めて

いたところ損害を被る。また、転用解除箇所を発生源として土砂崩壊が発生し、尊い

国民の生命・財産が失われた場合には、社会的な問題が発生した後であり、その復旧・

復興には多大な時間と労力が必要となる。さらに、是正の指示等に対する措置内容は

都道府県に委ねられることとなるが、保安林の機能は広域にわたるため、単一の都道

府県のみに判断を委ねることは適切でない。このため、地方自治法に基づく是正の指

示や要求等ではなく、問題発覚以前に国が都道府県に是正措置を求められるよう、上

記規定に基づき同意を要する協議を行う仕組みは存続させる必要がある。 

○ 保安施設事業施行地を含む４～７号保安林の解除に係る国への同意を要する協議

は、地方分権推進計画（平成１０年５月２９日）において、メルクマール(Ｃ)「その

他、個別の法律における必要性から特別に同意が必要とされる場合」に該当すると整

理され、現在に至っている。 
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○ 保安施設事業は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化のために農

林水産大臣が必要と認めて実施されるものであるところ、都道府県における保安林解

除にあたっては、事業実施時に想定していた保安機能が引き続き維持されるかについ

ての検討が必要。このケースにおいては、保安施設事業区に係る国の判断と都道府県

の判断の間で整合性を確保しなければ、著しく支障が生じる。（地方分権改革推進委

員会第３次勧告メルクマール（ⅰ）②参照）また、農林水産大臣は保安施設事業の実

施により国土の保全を図る責務を担っているため、都道府県に保安施設事業施行地に

係る重要性の認識があるからといって、森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同

意を要する協議を廃止する理由とすることは相当ではない。 
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農林水産省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

森林法に基づき保安林の指定を解除する際に義務付けられている農林水産大臣への同意協議を廃止す

る。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【制度改正の必要性】

公共事業等に伴う保安林の解除において，国への協議を廃止することにより，事務処理期間が短縮されス

ムーズに事業が執行でき，地域住民の生活の利便性の向上等が期待できる。

【懸念の解消】

知事権限の保安林解除においても，国権限の解除と同等の審査を実施していることから，協議の廃止に伴う

保安林の持つ公益的機能の著しい低下等への懸念はないと考える。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

保安林解除に係る農林水産大臣への協議の廃止

提案団体 広島県

管理番号 245

根拠法令等

森林法第26条の2第4項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 C　対応不可

　森林法第25条第1項第1号から第3号に掲げる目的を達成するための保安林は、水源の涵養、土砂の流出

防備等を目的とし、その受益は広く流域に及ぶことから、その適正な整備は国土保全と国民の諸経済活動

の基礎をなす「ナショナルミニマム」としての意義を有している。また、大規模な保安林の解除については流

域の保全に広く影響を及ぼすものといえる。このため、都道府県知事が法定受託事務として、その指定・解

除に関する権限を有する保安林であっても、一定規模以上の保安林の指定の解除については、国の同意を

要する協議を行うことで、国土保全上の実効性を担保する必要があると考える。

　また、保安施設事業等は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化が特に必要な保安林等

で実施するものである。このため、保安施設事業等を実施した保安林の解除にあたっては、水源の涵養また

は災害の防備といった保安林の機能が引き続き維持されるかについて、流域保全の観点も含め慎重に検討

する必要があることから、国の同意を要する協議が必要である。　

各府省からの第１次回答

　流域の保全に広く影響を及ぼすものや，流域保全の観点を含め慎重に検討する必要がある場合において

も，都道府県を跨がない流域については，都道府県単位において慎重な検討が可能であり，都道府県のみ

の審査でも国土保全上の実効性や保安林の機能の維持は担保されると考える。

　保安林解除に係る国の同意については，同じ審査基準を用いて審査しており，都道府県と国とで二重に審

査することとなっている。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第2次勧告を踏まえ、保安施設事業施行地内等の施行に係る４号以下の民有林

保安林指定解除に当たっての国への協議、同意を廃止するべきである。それ以外についても提案団体の提

案の実現に向けて、積極的な検討を求める。

○　１号～３号保安林の解除（法定受託事務）については、都道府県が基準に則り適正に事務を執行してお

り、かつ、本庁における事務処理体制に鑑みても、現場から離れ、限られた人数で、国が都道府県とは異な

る視点で実質的な審査を行うのは困難であると考えられることから、地方自治法に基づく是正の指示等を適

切に活用することとし、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）については、地方分権改

革推進委員会第３次勧告の整理における、同意協議を許容するメルクマールに非該当であると考えられるこ

とから、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

保安施設事業施行地の重要性は都道府県としても当然認識していることから、同意協議を廃止できない理

由とはならない。（国費を投入している点については、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」

の問題ではないか。）

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）について、是正の要求等

国の一般的関与で足りるのではないか。足りないとすれば、その理由は何か。

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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○　国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林はその一翼を担っ

ている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素化・効率化の観点のみから、議論すること

は適当ではない。

○　１～３号保安林は、大規模解除を行った場合、その受益の対象が広域にわたり国民経済に大きな影響を

及ぼすおそれがある。また、保安施設事業の施行の必要性は、農林水産大臣が災害等の危険性が高い個

所が周辺に与える影響を考慮して判断しているから、当該保安施設事業施行地を含む保安林を解除する場

合も農林水産大臣がその適否を判断する必要がある。そのために森林法第２６条の２第４項に基づく同意を

要する協議が規定されているのであって、「同意を要する協議を行う解除案件は県と国で二重に審査してい

るので廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。

（別紙あり。全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答を記載。）

45



（２４５） 

【提案団体に対する回答】 

○ 国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林

はその一翼を担っている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素

化・効率化の観点のみから、議論することは適当ではない。 

○ １～３号保安林は、大規模解除を行った場合、その受益の対象が広域にわたり国民

経済に大きな影響を及ぼすおそれがある。また、保安施設事業の施行の必要性は、農

林水産大臣が災害等の危険性が高い個所が周辺に与える影響を考慮して判断してい

るから、当該保安施設事業施行地を含む保安林を解除する場合も農林水産大臣がその

適否を判断する必要がある。そのために森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要

する協議が規定されているのであって、「同意を要する協議を行う解除案件は県と国

で二重に審査しているので廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。 

 

【全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答】 

○ 仮に、森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議を廃止して地方自治法

に基づく是正の指示等を活用するとした場合、都道府県から保安林の解除が認められ

た後に国から是正の指示等が出され、当該解除の申請者は、事業実施の準備を進めて

いたところ損害を被る。また、転用解除箇所を発生源として土砂崩壊が発生し、尊い

国民の生命・財産が失われた場合には、社会的な問題が発生した後であり、その復旧・

復興には多大な時間と労力が必要となる。さらに、是正の指示等に対する措置内容は

都道府県に委ねられることとなるが、保安林の機能は広域にわたるため、単一の都道

府県のみに判断を委ねることは適切でない。このため、地方自治法に基づく是正の指

示や要求等ではなく、問題発覚以前に国が都道府県に是正措置を求められるよう、上

記規定に基づき同意を要する協議を行う仕組みは存続させる必要がある。 

○ 保安施設事業施行地を含む４～７号保安林の解除に係る国への同意を要する協議

は、地方分権推進計画（平成１０年５月２９日）において、メルクマール(Ｃ)「その

他、個別の法律における必要性から特別に同意が必要とされる場合」に該当すると整

理され、それ以降、論議されず現在に至っている。 

○ 保安施設事業は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化のために

農林水産大臣が必要と認めて実施されるものであるところ、都道府県における保安林

解除にあたっては、事業実施時に想定していた保安機能が引き続き維持されるかにつ

いての検討が必要。このケースにおいては、保安施設事業区に係る国の判断と都道府

県の判断の間で整合性を確保しなければ、著しく支障が生じる。（地方分権改革推進

委員会第３次勧告メルクマール（ⅰ）②参照）また、農林水産大臣は保安施設事業の

実施により国土の保全を図る責務を担っているため、都道府県に保安施設事業施行地
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に係る重要性の認識があるからといって、森林法第２６条の２第４項第２号に基づく

同意を要する協議を廃止する理由とすることは相当ではない。 
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農林水産省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

知事権限の保安林（重要流域外における法第25条第１項第１号から第３号まで）の指定の解除については、

現行では指定の理由の消滅（法第26条の２第１項）にあっては１ha以上、公益上の理由の解除（同条第２項）

にあっては５ha以上の場合、大臣協議を必要とされているが、解除に際しての大臣協議を廃止すること。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

【現行】

これまで大臣権限の保安林の指定解除についても都道府県知事が国の委託を受けており、解除に必要な専

門的知識を有している。

このため、大臣協議の必要な案件にあっても、地方自治法第250条の３第１項の規定による農林水産大臣の

同意の基準等を定めて、都道府県知事がこれを基に審査を行い、形式的な補正作業はあっても最終的には

権限者の都道府県知事に判断を委ねているのが実情である。

【制度改正の必要性】

都道府県毎の執行に大きな差異が生じかねないとの懸念は、上記の同意基準があるため問題はなく、仮に

懸念があるとすれば、同意基準の内容充実で対応できる。

大規模解除案件が今後増加するものと見込まれることから、申請者をはじめ関係者から迅速な対応が求め

られる中、国における当該協議の標準処理期間は１ヵ月であり、都道府県における協議書作成時間を合わ

せると廃止により一層の事務の簡素化が図れる。

これまでの実績から協議制を廃止しても何ら支障は生じないと考える。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

知事権限に係る保安林解除（１ha又は５ha以上）に際しての大臣協議の廃止

提案団体 兵庫県、京都府、大阪府、徳島県

管理番号 819

根拠法令等

森林法第26条の２第４項第１号、森林法施行令第３条の３

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 C　対応不可

森林法第25条第1項第1号から第3号に掲げる目的を達成するための保安林は、水源の涵養、土砂の流出防

備等を目的とし、その受益は広く流域に及ぶことから、その適正な整備は国土保全と国民の諸経済活動の

基礎をなす「ナショナルミニマム」としての意義を有している。また、大規模な保安林の解除については流域

の保全に広く影響を及ぼすものといえる。このため、都道府県知事が法定受託事務として、その指定・解除

に関する権限を有する保安林であっても、一定規模以上の保安林の指定の解除については、国の同意を要

する協議を行うことで、国土保全上の実効性を担保する必要があると考える。

各府省からの第１次回答

・これまでも都道府県知事は、大規模解除について、法定受託事務として慎重かつ厳格な対応を行ってお

り、支障を及ぼす事態が発生したことがない。

・大規模解除について、国において影響を懸念されるのであれば、法定受託事務に基づく処理基準等を強化

し、地域の実情に精通した都道府県知事が責任をもって対応することで担保は可能である。

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

○　１号～３号保安林の解除（法定受託事務）については、都道府県が基準に則り適正に事務を執行してお

り、かつ、本庁における事務処理体制に鑑みても、現場から離れ、限られた人数で、国が都道府県とは異な

る視点で実質的な審査を行うのは困難であると考えられることから、地方自治法に基づく是正の指示等を適

切に活用することとし、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）については、地方分権改

革推進委員会第３次勧告の整理における、同意協議を許容するメルクマールに非該当であると考えられるこ

とから、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

保安施設事業施行地の重要性は都道府県としても当然認識していることから、同意協議を廃止できない理

由とはならない。（国費を投入している点については、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」

の問題ではないか。）

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）について、是正の要求等

国の一般的関与で足りるのではないか。足りないとすれば、その理由は何か。

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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○　国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林はその一翼を担っ

ている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素化・効率化の観点のみから、議論すること

は適当ではない。

○　１～３号保安林は、大規模解除を行った場合、その受益の対象が広域にわたり国民経済に大きな影響を

及ぼすおそれがある。そのために森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議が規定されているの

であって、「処理基準等を強化することにより、国への同意を要する協議は廃止すべき」との貴県のご意見は

受け入れられない。

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・透明性を確保している。一

方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件によっても果たす機能や役割、これを解除した場

合の影響等が大きく異なるため、解除権限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面

がある。このため、統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみて困難であ

る。

（別紙あり。専門部会からの指摘に対する回答を記載。）
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（８１９） 

【提案団体に対する回答】 

○ 国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安

林はその一翼を担っている。この点を考慮せず、解除手続の期間短縮及び事務の簡素

化・効率化の観点のみから、議論することは適当ではない。 

○ １～３号保安林は、大規模解除を行った場合、その受益の対象が広域にわたり国民

経済に大きな影響を及ぼすおそれがある。そのために森林法第２６条の２第４項に基

づく同意を要する協議が規定されているのであって、「処理基準等を強化することに

より、国への同意を要する協議は廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。 

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・透

明性を確保している。一方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件によ

っても果たす機能や役割、これを解除した場合の影響等が大きく異なるため、解除権

限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面がある。このため、

統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみて困難であ

る。 

 

【専門部会からの指摘に対する回答】 

○ 仮に、森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議を廃止して地方自治法

に基づく是正の指示等を活用するとした場合、都道府県から保安林の解除が認められ

た後に国から是正の指示等が出され、当該解除の申請者は、事業実施の準備を進めて

いたところ損害を被る。また、転用解除箇所を発生源として土砂崩壊が発生し、尊い

国民の生命・財産が失われた場合には、社会的な問題が発生した後であり、その復旧・

復興には多大な時間と労力が必要となる。さらに、是正の指示等に対する措置内容は

都道府県に委ねられることとなるが、保安林の機能は広域にわたるため、単一の都道

府県のみに判断を委ねることは適切でない。このため、地方自治法に基づく是正の指

示や要求等ではなく、問題発覚以前に国が都道府県に是正措置を求められるよう、上

記規定に基づき同意を要する協議を行う仕組みは存続させる必要がある。 

○ 保安施設事業施行地を含む４～７号保安林の解除に係る国への同意を要する協議

は、地方分権推進計画（平成１０年５月２９日）において、メルクマール(Ｃ)「その

他、個別の法律における必要性から特別に同意が必要とされる場合」に該当すると整

理され、それ以降、論議されず現在に至っている。 

○ 保安施設事業は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化のために農

林水産大臣が必要と認めて実施されるものであるところ、都道府県における保安林解

除にあたっては、事業実施時に想定していた保安機能が引き続き維持されるかについ

ての検討が必要。このケースにおいては、保安施設事業区に係る国の判断と都道府県
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の判断の間で整合性を確保しなければ、著しく支障が生じる。（地方分権改革推進委

員会第３次勧告メルクマール（ⅰ）②参照）また、農林水産大臣は保安施設事業の実

施により国土の保全を図る責務を担っているため、都道府県に保安施設事業施行地に

係る重要性の認識があるからといって、森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同

意を要する協議を廃止する理由とすることは相当ではない。 
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農林水産省　第２次回答 重点事項通番：

制度の所管･関係府省

農林水産省（林野庁）

求める措置の具体的内容

森林法に基づき保安林の指定を解除する際に義務付けられている農林水産大臣への同意協議を廃止す

る。

具体的な支障事例、地域の実情を踏まえた必要性等

森林法第２６条の２第４項第２号に基づく「保安施設事業等の施行に係る土地の区域内にある保安林」の保

安林解除にあたっては、農林水産大臣に協議し、同意を得なければならないとされている。

前記以外の４号以下の保安林解除にあたっては、国との協議は不要であり、保安施設事業により、保安林

機能の維持向上を図った４号以下保安林の解除にあたっても県による適正な審査が可能であり、国との協

議は不要と考える。

国への協議を廃止することで保安林解除手続きをより速やかに行い、事業進捗を図ることが可能となる。（国

の標準処理期間は、協議書受理日から起算して30日）。

提案区分 B　地方に対する規制緩和 提案分野 土地利用（農地除く）

提案事項
（事項名）

保安林解除に係る農林水産大臣への協議の廃止

提案団体 中国地方知事会

管理番号 964

根拠法令等

森林法第26条の2第4項

 平成２６年　地方分権改革に関する提案募集　提案事項
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回答区分 C　対応不可

保安施設事業等は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化が特に必要な保安林等で実施

するものである。このため、保安施設事業等を実施した保安林の解除にあたっては、水源の涵養または災害

の防備といった保安林の機能が引き続き維持されるかについて、流域保全の観点も含め慎重に検討する必

要があることから、国の同意を要する協議が必要である。

各府省からの第１次回答

　都道府県の執行については、地方自治法第245条の４に基づく技術的な助言として示された「保安林及び

保安施設地区の指定、解除等の取扱いについて」（最終改正：平成25年4月1日付け24林整治第2742号　林

野庁長官から各都道府県知事宛通知）に基づいて各都道府県が定めた基準に従い、適正な審査を行ってい

る。

　また、国が流域保全の観点を技術的な助言として都道府県に示すことで、県は前記と同様に適切な執行が

可能であることから、国への協議は廃止すべき。（なお、流域が都道府県にまたがる場合を除く。）

各府省からの第１次回答を踏まえた提案団体からの意見

地方分権改革推進委員会第2次勧告を踏まえ、保安施設事業施行地内等の施行に係る４号以下の民有林

保安林指定解除に当たっての国への協議、同意を廃止するべきである。

○　１号～３号保安林の解除（法定受託事務）については、都道府県が基準に則り適正に事務を執行してお

り、かつ、本庁における事務処理体制に鑑みても、現場から離れ、限られた人数で、国が都道府県とは異な

る視点で実質的な審査を行うのは困難であると考えられることから、地方自治法に基づく是正の指示等を適

切に活用することとし、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）については、地方分権改

革推進委員会第３次勧告の整理における、同意協議を許容するメルクマールに非該当であると考えられるこ

とから、同意協議を廃止すべきであるが、この場合、何か具体的な支障があるのか。

保安施設事業施行地の重要性は都道府県としても当然認識していることから、同意協議を廃止できない理

由とはならない。（国費を投入している点については、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」

の問題ではないか。）

○　４号～11号保安林の保安施設事業施行地における保安林の解除（自治事務）について、是正の要求等

国の一般的関与で足りるのではないか。足りないとすれば、その理由は何か。

全国知事会からの意見

重点事項５８項目について提案募集検討専門部会から指摘された主な再検討の視点

回答区分 C　対応不可各府省からの第２次回答
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○　国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林はその一翼を担っ

ており、また、保安施設事業は保安林機能を補完するために農林水産大臣が必要性を判断して実施される

ものである。この点を考慮せず、事務の簡素化の観点のみから、議論することは適当ではない。

○　保安施設事業の施行の必要性は、農林水産大臣が災害等の危険性が高い個所が周辺に与える影響を

考慮して判断していることから、当該保安施設事業施行地を含む保安林を解除する場合も農林水産大臣が

その適否を判断する必要がある。そのために森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同意を要する協議が

規定されているのであって、「流域保全の観点を技術的な助言として都道府県に示すことにより、国への協

議は廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・透明性を確保している。一

方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件によっても果たす機能や役割、これを解除した場

合の影響等が大きく異なるため、解除権限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面

がある。このため、統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみて困難であ

る。

（別紙あり。全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答を記載。）
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（９６４） 

【提案団体に対する回答】 

○ 国土を保全し、国民の経済活動の基礎を保障することが国の役割である中、保安林

はその一翼を担っており、また、保安施設事業は保安林機能を補完するために農林水

産大臣が必要性を判断して実施されるものである。この点を考慮せず、事務の簡素化

の観点のみから、議論することは適当ではない。 

○ 保安施設事業の施行の必要性は、農林水産大臣が災害等の危険性が高い個所が周辺

に与える影響を考慮して判断していることから、当該保安施設事業施行地を含む保安

林を解除する場合も農林水産大臣がその適否を判断する必要がある。そのために森林

法第２６条の２第４項第２号に基づく同意を要する協議が規定されているのであっ

て、「流域保全の観点を技術的な助言として都道府県に示すことにより、国への協議

は廃止すべき」との貴県のご意見は受け入れられない。 

なお、転用に係る保安林の解除については、解除基準を定めて、審査の中立性・透

明性を確保している。一方で、各々の保安林は、自然的条件や周辺の社会的条件によ

っても果たす機能や役割、これを解除した場合の影響等が大きく異なるため、解除権

限を国と都道府県に分担し、それぞれの裁量判断に委ねている面がある。このため、

統一的・全国的な視点に立って解除基準の詳細化を図ることは現実的にみて困難であ

る。 

 

【全国知事会からの意見、専門部会からの指摘に対する回答】 

○ 仮に、森林法第２６条の２第４項に基づく同意を要する協議を廃止して地方自治法

に基づく是正の指示等を活用するとした場合、都道府県から保安林の解除が認められ

た後に国から是正の指示等が出され、当該解除の申請者は、事業実施の準備を進めて

いたところ損害を被る。また、転用解除箇所を発生源として土砂崩壊が発生し、尊い

国民の生命・財産が失われた場合には、社会的な問題が発生した後であり、その復旧・

復興には多大な時間と労力が必要となる。さらに、是正の指示等に対する措置内容は

都道府県に委ねられることとなるが、保安林の機能は広域にわたるため、単一の都道

府県のみに判断を委ねることは適切でない。このため、地方自治法に基づく是正の指

示や要求等ではなく、問題発覚以前に国が都道府県に是正措置を求められるよう、上

記規定に基づき同意を要する協議を行う仕組みは存続させる必要がある。 

○ 保安施設事業施行地を含む４～７号保安林の解除に係る国への同意を要する協議

は、地方分権推進計画（平成１０年５月２９日）において、メルクマール(Ｃ)「その

他、個別の法律における必要性から特別に同意が必要とされる場合」に該当すると整

理され、それ以降、論議されず現在に至っている。 
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○ 保安施設事業は、山地災害の危険が高い箇所等、保安機能の維持・強化のために農

林水産大臣が必要と認めて実施されるものであるところ、都道府県における保安林解

除にあたっては、事業実施時に想定していた保安機能が引き続き維持されるかについ

ての検討が必要。このケースにおいては、保安施設事業区に係る国の判断と都道府県

の判断の間で整合性を確保しなければ、著しく支障が生じる。（地方分権改革推進委

員会第３次勧告メルクマール（ⅰ）②参照）また、農林水産大臣は保安施設事業の実

施により国土の保全を図る責務を担っているため、都道府県に保安施設事業施行地に

係る重要性の認識があるからといって、森林法第２６条の２第４項第２号に基づく同

意を要する協議を廃止する理由とすることは相当ではない。 
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